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平成 17 年 3 月期   個別財務諸表の概要                                  
平成 17 年 5 月 23 日 

上 場 会 社 名           阪急ホールディングス株式会社               上場取引所        東 大 
コ ー ド 番 号               9042                                          本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ  http://holdings.hankyu.co.jp ） 
代  表  者 代表取締役社長             角  和夫 
問合せ先責任者 グループ経営企画部 部長(経理担当) 白木 恵士      ＴＥＬ (06)6373－5162 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5 月 23 日        中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6 月 30 日       定時株主総会開催日 平成 17 年 6 月 29 日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績              （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

224,754   △5.9 
238,784   △1.9 

40,348    15.8 
34,837     5.5 

29,314    17.8 
24,893    10.5 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

10,624      ― 
△4,289    94.2 

 11.47 
△4.68 

 11.35 
― 

5.3 
△2.2 

1.7 
1.8 

13.0 
10.4 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 926,315,015 株             16 年 3 月期 916,288,143 株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

3.00 
0.00 

0.00 
0.00 

3.00 
0.00 

2,780   
―   

26.2 
0.0 

1.4 
0.0 

(注) 17 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当0 円 00 銭、  特別配当0 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,102,240  
1,404,821  

205,358  
195,220  

9.8 
13.9 

221.56 
213.09 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期 926,893,540 株 16 年 3 月期 916,136,541 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3 月期   974,115 株 16 年 3 月期  1,607,911 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

2,300 
2,900 

2,200 
2,500 

△400 
△1,600 

0.00 
    ― 

    ― 
4.00 

    ― 
4.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) △1 円 73 銭 
※ 当社は、平成 17 年４月１日付で純粋持株会社へ移行しており、個別業績予想における営業収益は、

子会社からの受取配当金等であります。 

 

（注）  上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 



当    期    末 前    期    末

（17.3.31  現在） （16.3.31  現在）

（ 資   産   の   部 ） 百万円  百万円  百万円  

３０８，１９９　 １６１，５０２　 １４６，６９６　
１０，４６４　 １３，３９４　 △　２，９３０　

４，２３２　 ４，３７３　 △　１４１　
１０，７１４　 １４，１０１　 △　３，３８６　
３，９５０　 ３，０７６　 ８７４　

１６５，８０９　 ７，０７２　 １５８，７３６　
１０１，２４７　 ９５，３５０　 ５，８９７　

４，８１５　 ４，４３７　 ３７７　
８７９　 １，００３　 △　１２３　

１，４５８　 １，４２２　 ３６　
１，５９３　 １５，４６６　 △　１３，８７３　
３，２６８　 ６，５２４　 △　３，２５６　
△　２３４　 △　４，７２０　 ４，４８６　

１，７９４，０４１　 １，２４３，３１９　 ５５０，７２２　
４０５，０９６　 ４０６，０４７　 △　９５１　
２９６，０５２　 ３１２，９８７　 △　１６，９３５　

７，１６８　 ７，２３１　 △　６３　
６８，５４４　 ６７，８４６　 ６９８　

１，０１７，１８０　 ４４９，２０５　 ５６７，９７４　
６２，１８９　 ７５，７９１　 △　１３，６０２　
８７，６３７　 ６７，７８９　 １９，８４７　

７８８，４２５　 ２３８，４５８　 ５４９，９６７　
８０，１８０　 ７１，６７１　 ８，５０９　
１４，５３０　 ２２，００２　 △　７，４７１　

△　１５，７８３　 △　２６，５０８　 １０，７２４　

２，１０２，２４０　 １，４０４，８２１　 ６９７，４１９　

（注）     当   期   末       前  期  末

１． ４０４，００８百万円 ３９１，２００百万円

２．
１３６，６５１百万円 １３６，７６５百万円

３． ６４，０７３百万円 ６３，０５８百万円

４．当社では、平成17年４月１日付分社型（物的）吸収分割に際して、承継会社に承継する資産に見合う資本・負
　債構成を実現するために、平成17年３月30日付で当社の完全子会社である株式会社阪急フィナンシャルサポート
　への貸付及び同社からの借入を行い、平成17年４月１日付で当該借入金を承継会社に承継しております。このた
　め、当期末の貸借対照表には、当該処理に伴う株式会社阪急フィナンシャルサポート向けの貸付金及び同社から
　の借入金が、それぞれ740,000百万円計上されております。

減額された工事負担金等累計額

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

有形固定資産の減価償却累計額

子 会 社 株 式

（保証予約、経営指導念書含む）

鉄 道 事 業 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産
そ の 他 の 事 業 固 定 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

保 証 債 務 額

固定資産の取得原価から直接

貸 倒 引 当 金
そ の 他 の 投 資 等
長 期 繰 延 税 金 資 産
長 期 貸 付 金
投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

貸借対照表  （資産の部）

科          目

流 動 資 産

貯 蔵 品
商 品

未 収 収 益
未 収 金

現 金 ・ 預 金

販 売 土 地 建 物

未 収 運 賃

比較増減額

短 期 貸 付 金

（個－２）



当    期    末 前    期    末

（17.3.31  現在） （16.3.31  現在）

百万円 百万円 百万円

４４０，７１２　 ２５９，５７６　 １８１，１３５　

３７０，９１４　 １６６，３３３　 ２０４，５８１　

─   ３，０００　 △　３，０００　

１０，０００　 ２８，０００　 △　１８，０００　

１６，５９３　 １６，１６９　 ４２３　

８，７０８　 ８，１５８　 ５５０　

５７７　 ─   ５７７　

６２６　 ６３　 ５６２　

３，３７１　 ３，４８４　 △　１１２　

１５，０１６　 １８，５１７　 △　３，５０１　

９，６２６　 １０，０５５　 △　４２８　

５１８　 ９９９　 △　４８１　

２，０８６　 １，７４０　 ３４６　

６８５　 １，０３４　 △　３４８　

１，９８４　 ２，０１８　 △　３３　

１，４５６，１７０　 ９５０，０２４　 ５０６，１４６　

１７３，１８０　 １９０，１８０　 △　１７，０００　

９７５，４１７　 ４４４，１２３　 ５３１，２９４　

６４，２２０　 ６７，８７０　 △　３，６５０　

２０，９４０　 ２２，２８８　 △　１，３４７　

１７５，６８５　 １７５，５８２　 １０３　

４６，７２６　 ４９，９７９　 △　３，２５３　

負     債     計 １，８９６，８８２　 １，２０９，６０１　 ６８７，２８１　

７５，９６８　 ７５，９６８　 ─   

２，６７０　 ４，５５３　 △　１，８８２　

２，６７０　 ４，５５３　 △　１，８８２　

１３，５４４　 △　４，３８４　 １７，９２８　

１３，５４４　 △　４，３８４　 １７，９２８　

９３，６０８　 ９８，９２９　 △　５，３２０　

１９，９５２　 ２０，７１６　 △　７６４　

△　３８７　 △　５６３　 １７６　

資     本     計 ２０５，３５８　 １９５，２２０　 １０，１３７　

２，１０２，２４０　 １，４０４，８２１　 ６９７，４１９　

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 社 債

未 払 金

未 払 費 用

コマーシャル･ペーパー

貸借対照表  （負債・資本の部）

科          目 比較増減額

（ 負 債 の 部 ）

資 本 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

投 資 損 失 引 当 金

負 債 ・ 資 本 合 計

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 (△)

株式等評価差額金

土地再評価差額金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

未 払 消 費 税

前 受 金

土地再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

事 業 整 理 損 失 引 当 金

長 期 借 入 金

社 債

そ の 他 の 流 動 負 債

前 受 運 賃

前 受 収 益

（個－３）



損　益　計　算　書

科                    目 当　　　　期 前　　　　期 比較増減額 比較増減率

百万円　 百万円　 百万円　 ％　

１００，４６７　 １０２，１５２　 △　１，６８５　 △　１．６　

７６，６９３　 ８２，２２５　 △　５，５３１　 △　６．７　

２３，７７３　 １９，９２７　 ３，８４６　 １９．３　

１２４，２８７　 １３６，６３１　 △　１２，３４３　 △　９．０　

１０７，７１２　 １２１，７２１　 △　１４，００８　 △　１１．５　

１６，５７４　 １４，９０９　 １，６６４　 １１．２　

２２４，７５４　 ２３８，７８４　 △　１４，０２９　 △　５．９　

１８４，４０６　 ２０３，９４６　 △　１９，５４０　 △　９．６　

４０，３４８　 ３４，８３７　 ５，５１１　 １５．８　

３，６２３　 ３，９１６　 △　２９２　 △　７．５　

１４，６５７　 １３，８６０　 ７９７　 ５．８　

２９，３１４　 ２４，８９３　 ４，４２０　 １７．８　

１７，０９５　 １９，１６９　 △　２，０７３　 △　１０．８　

１，２０５　 １，３６５　 △　１６０　 △　１１．７　

６，８７１　 １６，３９２　 △　９，５２０　 △　５８．１　

１，４３９　 ─   １，４３９　 ─   

５，１８３　 ─   ５，１８３　 ─   

２，３９６　 ─   ２，３９６　 ─   

─   ６２７　 △　６２７　 △　１００．０　

─   ７８４　 △　７８４　 △　１００．０　

３３，０１１　 ５０，６７９　 △　１７，６６７　 △　３４．９　

３，９８７　 ３，６８９　 ２９８　 ８．１　

３７　 ６０７　 △　５７０　 △　９３．８　

２２，７５２　 ─   ２２，７５２　 ─   

２，２２２　 ４，４２０　 △　２，１９７　 △　４９．７　

─   ７，３６５　 △　７，３６５　 △　１００．０　

１，３８９　 ２２，６２９　 △　２１，２４０　 △　９３．９　

８９０　 ２，７２６　 △　１，８３６　 △　６７．３　

─   １，０００　 △　１，０００　 △　１００．０　

１，７３１　 ８，２３９　 △　６，５０８　 △　７９．０　

１３，３９８　 △　６，６１５　 ２０，０１４　 ─   

６０　 ６０　 ─   ０．０　

２，７１３　 △　２，３８６　 ５，１００　 ─   

１０，６２４　 △　４，２８９　 １４，９１４　 ─   

△　１，７０６　 ─   △　１，７０６　 ─   

４，６２６　 △　９４　 ４，７２１　 ─   

１３，５４４　 △　４，３８４　 １７，９２８　 ─   

早 期 退 職 割 増 金

事 業 整 理 損 失

事業整理損失引当金繰入額

関係会社支援損・整理損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

子 会 社 特 別 配 当 金

匿 名 組 合 出 資 配 当 金

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 (△)

合併による未処理損失受入額

当期純利益又は当期純損失(△)

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は
税 引 前 当 期 純 損 失 (△)

法 人 税 等 調 整 額

土地再評価差額金取崩額

法人税、住民税及び事業税

鉄 道 事 業

そ の 他 の 事 業

全 事 業

営 業 外 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 費

分 譲 土 地 建 物 評 価 損

固 定 資 産 圧 縮 額

有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

投 資 損 失 引 当 金 取 崩 益

役員退職慰労引当金取崩益

営 業 収 益

特 別 利 益

（個－４）



重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   移動平均法に基づく原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

 は移動平均法により算定） 

時価のないもの           移動平均法に基づく原価法 

 ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組

合への出資については、当該組合の財産の持分相当額

を計上しております。 

2. 販売土地建物の評価基準及び評価方法 

           個別法に基づく原価法 

3. 有形固定資産の減価償却の方法 

           鉄 道 事 業 取 替 資 産                  取替法 

           その他の有形固定資産        定率法 

    ただし、平成 10 年度の法人税法の改正に伴い、平成 10 年４月１日以降取得した建物につい 

ては、法人税法に定める定額法を採用しております。 

4. 当社は、鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあた 

り、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。 

 このうち、工事負担金等により取得した資産が当社にとって経済的価値の向上があると認め 

られる場合（例えば高架化工事など）、工事負担金等相当額は直接減額せず、当該資産を取得 

原価で固定資産に計上しております。 

 一方、経済的価値の向上があると認められない場合、取得原価から工事負担金等相当額を直接

減額したうえで、当該資産を固定資産に計上しております。 

 なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資 

産の減額処理を行った場合、当該金額を固定資産圧縮額として特別損失に計上しております。 

5. 貸倒引当金は、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 
6. 事業整理損失引当金は、阪急西宮スタジアムの撤去に伴う損失に備えるため、翌期の発生見込

額を計上しており、商法施行規則第 43 条に規定する引当金であります。 

7. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金 

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を発生年度から費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

8. 投資損失引当金は、子会社及び関連会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を 

勘案し、出資金額及び貸付金額を超えて、当社が負担することとなる損失見込額を計上しており、

商法施行規則第 43 条に規定する引当金であります。 

9. 消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

 

 

 

（個－５） 



利 益 処 分 案 及 び 損 失 処 理 計 算 書

当　　　　期 前　　　　期 

  百万円   百万円 

１３，５４４　 △　４，３８４　

利 益 準 備 金 ２８０　 資 本 準 備 金 取 崩 額 ４，３８４　

配 当 金 ２，７８０　

（1株につき3円00銭）

合 計 ３，０６０　 合 計 ４，３８４　

１０，４８３　 ─   

科　　　　　　目 

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

科　　　　　　目 

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

損 失 処 理 額

次 期 繰 越 損 失

（個－６）



　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（当期末） （平成１７年３月３１日現在） （単位：百万円）

種    類 貸借対照表計上額 時    価 差    額

子 会 社 株 式 ―　

関 連 会 社 株 式 ３３，３２４ 

（前期末） （平成１６年３月３１日現在） （単位：百万円）

種    類 貸借対照表計上額 時    価 差    額

子 会 社 株 式 ３，３４６ 

関 連 会 社 株 式 ２６，８８３ 

当    期

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　 分譲土地建物評価損 百万円

　 貸倒引当金損金算入限度超過額

　 有価証券評価損

　 退職給付引当金損金算入限度超過額

　 投資損失引当金

　 事業整理損失引当金

　 繰 越 欠 損 金

　 そ    の    他

繰 延 税 金 資 産 合 計

（繰延税金負債）

　 株式等評価差額金

繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 ４０．７ ％

　（調　整）

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．４

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１５．９

　　合併による繰越欠損金の利用 △４．８

　　そ　の　他 ０．３

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２０．７

△１３，６８８

８１，７７３

７１，４８６

１８９

１，１１１

９５，４６２

５８，５８６ 

４，５０６

１，６９０

△１３，６８８

６，９４３

２７９

９，２５８

リ ー ス 取 引

有  価  証  券

税 効 果 会 計

４，３８８ 

５０，５９４ 

―　

２５，２６２ 

１，０４１ 

２３，７１０ 

―　

（個－７）



 運   輸   成   績   表

収            入 人            員

当   期 前   期 比較増減率 当   期 前   期 比較増減率

        千円         千円  ％         千人         千人  ％

 定 期 外 56,583,112 57,623,512  △ 1.8 278,189 283,580  △ 1.9

第 １ 種  定    期 33,155,903 33,991,015  △ 2.5 327,050 335,167  △ 2.4

 　通  勤 28,462,251 29,153,497  △ 2.4 226,156 231,158  △ 2.2

鉄道事業 　 通  学 4,693,652 4,837,518  △ 3.0 100,894 104,008  △ 3.0

 合    計 89,739,016 91,614,528  △ 2.0 605,240 618,748  △ 2.2

 定 期 外 933,701 975,709  △ 4.3 7,940 8,259  △ 3.9

第 ２ 種  定    期 639,819 653,044  △ 2.0 9,747 9,906  △ 1.6

 　通  勤 522,506 535,105  △ 2.4 7,203 7,354  △ 2.1

鉄道事業 　 通  学 117,312 117,939  △ 0.5 2,543 2,551  △ 0.3

 合    計 1,573,521 1,628,754  △ 3.4 17,687 18,166  △ 2.6

 定 期 外 57,516,814 58,599,222  △ 1.8 286,130 291,840  △ 2.0

 定    期 33,795,722 34,644,060  △ 2.4 336,797 345,073  △ 2.4

合  計  　通  勤 28,984,758 29,688,602  △ 2.4 233,359 238,513  △ 2.2

　 通  学 4,810,964 4,955,457  △ 2.9 103,438 106,559  △ 2.9

 合    計 91,312,537 93,243,283  △ 2.1 622,928 636,914  △ 2.2

 （注）１．収入は千円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示しております。

       ２．第１種鉄道事業の定期外収入については、手小荷物収入を含んでおります。

（個－８）



事  業  別  損  益  比  較  表

当        期 前        期 比較増減額 比較増減率
百万円 百万円 百万円 ％ 

１００，４６７　 １０２，１５２　 △　１，６８５　 △　１．６　

９１，３１２　 ９３，２４３　 △　１，９３０　 △　２．１　

９，１５４　 ８，９０９　 ２４５　 ２．８　

７６，６９３　 ８２，２２５　 △　５，５３１　 △　６．７　

２３，７７３　 １９，９２７　 ３，８４６　 １９．３　

その他の事業営業収益 １２４，２８７　 １３６，６３１　 △　１２，３４３　 △　９．０　

１４，７７９　 ３０，２７９　 △　１５，４９９　 △　５１．２　

３９，３５３　 ３９，１２５　 ２２８　 ０．６　

４５，７８０　 ４２，０６４　 ３，７１６　 ８．８　

２４，３７３　 ２５，１６２　 △　７８８　 △　３．１　

１０７，７１２　 １２１，７２１　 △　１４，００８　 △　１１．５　

１６，５５６　 ３１，８１０　 △　１５，２５３　 △　４８．０　

２４，９１１　 ２５，７８０　 △　８６８　 △　３．４　

４４，１９４　 ４０，０９２　 ４，１０２　 １０．２　

２２，０４９　 ２４，０３８　 △　１，９８８　 △　８．３　

その他の事業営業利益 １６，５７４　 １４，９０９　 １，６６４　 １１．２　

△　１，７７６　 △　１，５３０　 △　２４５　 △　１６．０　

１４，４４１　 １３，３４５　 １，０９６　 ８．２　

１，５８５　 １，９７１　 △　３８６　 △　１９．６　

２，３２３　 １，１２４　 １，１９９　 １０６．７　

流 通 事 業

そ の 他 事 業

その他の事業営業費

鉄道事業営業費

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

鉄道事業営業収益

鉄道事業営業利益

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

（個－９）



（個－10） 

役 員 の 異 動 

 

新任取締役候補 

 

小 林 公 一（こばやし こういち） （現 宝塚歌劇団理事長） 

 

（平成１７年６月２９日付） 



個 別 決 算 発 表・補 足 資 料

1. 業 績 の 予 想 （単位：百万円）

18年3月期（予想）

（注） 当社は、平成17年４月１日付で純粋持株会社へ移行しており、個別業績予想における営業収益は、子会社から

の受取配当金等であります。なお、平成17年４月１日付分社型（物的）吸収分割に際して、未経過固定資産税

等（約65億円）については、税法上の要件を満たすために、当社が負担することから、平成18年３月期は当期

純損失を計上する見込みであります。また、収支構造の変化に伴い、前期実績との比較は省略しております。

2. 金 融 収 支 （単位：百万円）

17年3月期（実績） 16年3月期（実績） 比 　 較

3. 有 利 子 負 債 （単位：百万円）

17年3月期末（実績） 16年3月期末（実績） 比 　 較

（注） 当社では、平成17年４月１日付分社型（物的）吸収分割に際して、承継会社に承継する資産に見合う資本・負

債構成を実現するために、平成17年３月30日付で当社の完全子会社である株式会社阪急フィナンシャルサポー

トへの貸付及び同社からの借入を行い、平成17年４月１日付で当該借入金を承継会社に承継しております。こ

のため、当期末の貸借対照表には、当該処理に伴う株式会社阪急フィナンシャルサポート向けの貸付金及び同

社からの借入金が、それぞれ740,000百万円計上されております。なお、連結決算上は消去されております。

4. 設 備 投 資 （単位：百万円）

17年3月期（実績） 16年3月期（実績） 比 　 較

・主な設備投資
［　16年３月期（実績）　］
・山田西阪急ビル「デュー阪急山田」新設
・駅施設改修ほかサービス向上
・正雀工場更新検査場増築工事
・通信設備ほか電気関係
・橋梁改築、軌道改良ほか線路関係
・豊中高架下店舗「Ｔｉｏ阪急豊中」第3期・北ブロック新設

［　17年３月期（実績）　］
・宝塚商業系開発ゾーン新設ほか
・駅施設改修ほかサービス向上
・ＩＣカード対応設備
・梅田芸術劇場土地建物取得
・カラーフィールド・フレッズカフェ西宮ほか直営店舗新設

5. 減価償却費 （単位：百万円）

当 期 純 損 失 （ △ ） △ 1,600

計 1,529,512

1,346,332

△ 10,934

831,637 697,875
コマーシャル・ペーパー 3,000 △ 3,000

610,457 735,875
社 債 183,180 218,180 △ 35,000
借 入 金

営 業 収 益
営 業 費

経 常 利 益

2,900

2,500

1,300
営 業 利 益 1,600

平成 17年 5月23日
阪急ホールディングス株式会社

1,497 4

△ 10,485 △ 448金 融 収 支

1,502
11,983 453

受 取 利 息 及 び 配 当 金
12,436支 払 利 息

17年3月期（実績） 比 　 較16年3月期（実績）
19,311 19,055 256

計 25,815 17,294 8,521
各 事 業 関 連 627 798 △ 171
そ の 他 の 事 業 17,569 9,133 8,436
鉄 道 事 業 7,619 7,363 256

 (個－補１)



《参考》阪急電鉄株式会社

　当社は、平成17年４月１日に分社型（物的）吸収分割により、当社の営む全ての営業を、当社の完全子会社で
ある阪急電鉄株式会社（平成17年４月１日付で阪急電鉄分割準備株式会社より商号変更）へ承継させ、「阪急ホ
ールディングス株式会社」へと商号変更し、純粋持株会社になりました。このため、下記数値については、平成
18年３月期（予想）は、子会社（旧商号：阪急電鉄分割準備株式会社）の数値を、平成17年３月期（実績）につ
いては、会社分割前の当社数値を記載しております。

1.業 績 の 予 想 （単位：百万円、千人）

18年3月期（予想） 17年3月期（実績） 比 　 較

運 輸 収 入
運 輸 雑 収

分 譲 事 業
賃 貸 事 業
流 通 事 業
そ の 他 事 業

分 譲 事 業
賃 貸 事 業
流 通 事 業
そ の 他 事 業

（注） 平成17年４月１日付分社型（物的）吸収分割に際して、未経過固定資産税等（約65億円）については、税法上の

要件を満たすために、当社（阪急ホールディングス株式会社）が負担することから、平成18年３月期は営業増益

となる見込みであります。

2.運輸成績表（第１種） （単位：百万円、千人）

18年3月期（予想） 17年3月期（実績） 比 　 較

89,739
33,155

△ 11,440

△ 355

605,240
327,050
278,189

△ 4,250

△ 1,739
△ 7,189

322,800
593,800

32,800
88,000
271,000

177
全 事 業 営 業 利 益 43,800 40,348 3,452

2,500

△ 414
当 期 純 利 益 11,300

定 期 外 収 入 56,58355,200 △ 1,383

676
経 常 利 益 28,900

10,624

2,323

39,500 39,353

23,700 24,373

△ 700 △ 1,776

1,600

29,314

旅 客 人 員 合 計

運 輸 収 入 合 計

定 期 外 人 員

定 期 収 入

定 期 人 員

100,467 △ 1,667鉄 道 事 業 営 業 収 益 98,800
89,500 91,312 △ 1,812

そ の 他 の 事 業 営 業 収 益 115,300 124,287 △ 8,987
9,154 1469,300

147
5,700 14,779 △ 9,079

△ 673
46,400 45,780 620

全 事 業 営 業 収 益 214,100 224,754 △ 10,654
鉄 道 事 業 営 業 費 73,500 76,693 △ 3,193
そ の 他 の 事 業 営 業 費 96,800 107,712 △ 10,912
全 事 業 営 業 費 170,300 184,406 △ 14,106
鉄 道 事 業 営 業 利 益 25,300 23,773 1,527

1,076
そ の 他 の 事 業 営 業 利 益 18,500 16,574 1,926

1,585 15
15,100 14,441 659

 (個－補２)


